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期中調整（1/7）

需要変動に伴うレベニュー変動、（再エネ）設備投資等、送配電事業者がコントロール
できない外部要因の変化に対して、レベニューキャップを毎年調整している

イギリス ドイツ フランス

スキーム

申請プロセス
• 毎年、TSO・DSOが計算し、

規制機関に申請

料金への反映時期
• 翌年の料金へ反映

申請プロセス
• 毎年、TSO・DSOが計算し、

規制機関に申請

料金への反映時期
• 翌年の料金へ反映されるが、

一部は翌規制期間への反映
となる

申請プロセス
• 毎年、TSO・DSOが計算し、

規制機関に申請

料金への反映時期
• CRCP分は翌年に（±2%以

内）、それを超過した分は、
それ以降に持ち越し

期中調整
の対象

物価変動 物価変動 物価変動

需要変動による実レベニュー変動 需要変動による実レベニュー変動 需要変動による実レベニュー変動

電力品質指標達成度 電力品質指標達成度 電力品質指標達成度

 R&D補助(イノベーション推進費)  R&D補助(50%)  R&D補助

設備投資 設備投資 設備投資

－ 送電ロス 送電ロス

調整力・予備力 調整力・予備力 調整力・予備力

混雑管理費用 混雑管理費用 混雑管理費用（国外）

アウトプットへのインセンティブ － －

 TIMメカニズム(顧客への利益還元) － －
※TO(Transmission Owner)と

SO(System Operator)に分かれる
※期中調整の対象コストは、ARegV §

4 (3) – (5)にて規定される
※物価変動以外は、CRCP (Claw-

back)と呼ばれ、調整幅の上限が
±2%に設定される
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期中調整（2/7）－イギリス－

毎年4月1日に新料金が適用されるが、System OperatorとしてのNational Gridが、
その約1年前に新料金の予測を開始（①）した後、1月末に新料金を公表（④）する

（出所）Ofgemのホームページ、Charging methodologies and governance
National Gridのホームページ、Transmission network use of system (TNUoS) charges 

4月1日

翌年度

新料金

適用開始日

4月末 6月末 8月末 11月末 1月末

①
予測

（1回目）

②
予測

（2回目）

将来5年間の

料金予測

③
案作成

④
公表

本年度

－送電料金（TNUoS）の料金改定－

新料金
改定

プロセス
 料金を決める方法論は、Connection and Use of System 

Code (CUSC)の第14章にて規定されている

 System operator (SO) であるNational Gridが、CUSCに基づ
いて新料金の計算や、必要に応じて、CUSCの技術的内容の変
更を行い、Ofgemがそれらを審査する

1
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期中調整（5/7）－ドイツ－

制御可能コスト－非効率コスト（b）とX-factor（d）は5年間での削減率が期初に固定
されるが、それ以外は毎年調整される

レベニューキャップ（RC）の計算式

（第1期規制期間）RC = a + b * (c – d) * e + f + g

（第2期規制期間）RC = a + b * (c – d) * e + f + g + h

（第3期規制期間）RC = a + b * (c – d) + e + f + g + h

年
（第1期）

(a)

制御不能
コスト

(b)

制御可能
コスト－
非効率コ
スト

(c)

消費者
物価指数
（CPI）

(d)

X-factor
（生産性
指標）

(e)

拡張係数
（第3期で
は廃止され、
KKAに代わ
る）

(f)

電力品質
指標

(g)

電力量（送
電ロス）の
調達コスト
変動調整

(h)

需要変動
調整、制
御不能コ
スト変動
調整

RC

2009 100 50 1.02 0.0125 1.000

（RCの計算簡素化のため、

数値は省略）

150.38

2010 120 49(=50-1) 1.04 0.0251 1.020 170.72

2011 125 48(=50-2) 1.05 0.0379 1.020 174.55

2012 130 47(=50-3) 1.07 0.0509 1.025 179.10

2013 130 46(=50-4) 1.10 0.0641 1.040 179.56

期中調整
可

（全てでは
ない）

不可
（原則、5年

間固定）

可
不可

（5年間
固定）

可 可 可 可
－

参照法令
ARegV
§ 4 (3) 2. －

ARegV
§ 4 (3) 1. －

ARegV
§ 4 (4) 1.

ARegV
§ 4 (5)

ARegV
§ 4 (3) 3.

ARegV
§ 4 (4) 1a. －

※ 数値はイメージ

※ ARegV：ドイツのインセンティブ規制で、レベニューキャップの設定方法を規定している

1





© 2018. For information, contact Deloitte Touche Tohmatsu LLC. 10

期中調整（7/7）－需要変動による実レベニュー変動－

欧州等では、需要変動に起因する実レベニューの変動分は調整されるため、事前に設定
されたレベニューキャップ分を託送料金で回収できる（タイムラグあり）

日本
イギリス、ドイツ、フランス、

米国カリフォルニア州

• 利益・・・実レベニューと実コストの差分

• 需要変動により実レベニューが変動した場合、利益
はその影響を受ける

• 託送収支上の利益・・・レベニューキャップと実コ
ストの差分

• 需要変動による実レベニューの変動分は調整され、
託送収支上の利益は需要変動の影響を受けない

レ
ベ
ニ
ュ
ー
キ
ャ
ッ
プ

実
コ
ス
ト

実
レ
ベ
ニ
ュ
ー

託送収支上の
利益

調整
される

想
定
原
価

実
コ
ス
ト

実
レ
ベ
ニ
ュ
ー

利益

需要変動の影響を受け易い
（実レベニュー＝単価×需要）

固定費の割合が高く、
需要変動の影響を受け辛い

1
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効率化を促す仕組み（1/5）

送配電事業者の事業効率化を促すための仕組みが、制度として組み込まれている

イギリス ドイツ フランス

TIMメカニズム
認められたTOTEXと実際の
TOTEXの差分について、Sharing 
Factorを適用することで、送配電
事業者と顧客への配分が決まる。
このSharing Factorは、事業者が
事前に提出するビジネスプランの
質・精度に関係する*1

アウトプット指標に対する
インセンティブ
事後評価により、①安全性、②信
頼性、③可用性、④顧客満足度、
⑤接続性・拡張性、⑥環境性
（TSOの場合）の達成度に応じて、
ボーナス・ペナルティが付与され
る

効率スコア
DEA/SFA分析により効率スコアを
計算し、効率的でないと判断され
たコストを規制期間中（5年間）
に0にしなければならない。効率
的かそうでないかを判断する対象
は、制御可能コストのみ

X-factor（生産性指標）
独占事業であるが故に技術革新に
取組まないリスクを回避するため
に、5年間、定率のコスト削減を
求める。第1期規制期間は1.25%、
第2期は1.5%に設定され、対象は
制御可能コストのみ

大型設備投資
3,000万€を超える送配電設備及
び国際連系線への投資について、
目標予算額を実投資額が下回ると
ボーナスを受け取り、逆に上回る
とペナルティが課される

送電ロス・調整力の低減
ボリューム（kWh）の低減に対し
てインセンティブが設定されてい
る

2

（出所）*1: Ofgemの担当者へのヒアリング（2018年）
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効率化を促す仕組み（2/5）－英：TIMメカニズム－

認められたTOTEX（≒レベニューキャップ）と実際のTOTEX（≒実コスト）の差分につ
いて、Sharing Factorを適用することで、送配電事業者と顧客への配分が決まる

2

レ
ベ
ニ
ュ
ー
キ
ャ
ッ
プ

実
コ
ス
ト

N年

レ
ベ
ニ
ュ
ー
キ
ャ
ッ
プ

N＋1年

(i) N年のレベニューキャップ＞実コストの場合

• レベニューキャップと実コストの差分（30）に
Sharing Factor（60%）を乗じた分（18）を、顧客
や投資家に還元する ⇒N＋1年のレベニューキャッ
プが18下げられて82となる

• 顧客や投資家に還元した残り（12）が事業者の託送
収支上の利益となる

100

70

82

※説明を簡単にするために、上図では、認められたTOTEX＝レベニューキャップ、実際のTOTEX＝実コストに置き換えた
※ドイツとフランスでは、（レベニューキャップと実コストの）差分は、全て事業者へ割り当てられる（フランスはOPEXのみ）

(ii) N年のレベニューキャップ＜実コストの場合

• レベニューキャップと実コストの差分（30）に
Sharing Factor（60%）を乗じた分（18）のみが、
翌年度のレベニューキャップの増分として反映さ
れる

• 残り（12）は、顧客や投資家に還元される

Sharing Factor : 
60%（仮）

レ
ベ
ニ
ュ
ー
キ
ャ
ッ
プ

実
コ
ス
ト

N年

レ
ベ
ニ
ュ
ー
キ
ャ
ッ
プ

N＋1年

100

130
118

還元

利益

18

12

還元

反映 18

12
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適切な投資を促す仕組み（1/4）

WACC*1（日本で言うところの事業報酬率）は、日本の1.9%に対して高く、かつ、次世
代投資を促進する仕組みもあり、これらは、レベニューキャップに含むことができる

イギリス ドイツ フランス

投資回収の仕組み（既存NWコスト＋次世代投資）

WACC
4%（National Grid）
- 株主資本コスト：7% (x 0.4)
- 負債コスト：2% (x 0.6)

WACC
6% (TenneT)
- 株主資本コスト：9% (x 0.4)
- 負債コスト：4% (x 0.6)

WACC
6.1% (RTE)
- 株主資本コスト：9.7% (x 0.4)
- 負債コスト：3.7% (x 0.6)

次世代投資

イノベーション推進費
小規模のR&D事業に対するNIA、
大規模のR&Dに対するNICと呼ば
れる補助制度がある

CAPEXとOPEXの同一化
Slow moneyとして認められれば、
CAPEXだけでなくOPEXにも、事
業報酬率がかけられる

R&D補助
連邦政府に認められたR&D費用の
内、公的資金を除いた金額の50%
を制御不能コストに含めることが
できる
（例：SINTEG補助金）

R&D補助
認められたR&D費用は全額、レベ
ニューキャップに含めることがで
きる

Linkyプロジェクト
スマートメータの導入に係る費用
を、レベニューキャップに含める
ことができ、かつ、WACCが上乗
せされる（DSOのみ）

3

*1: Weighted Average Cost of Capital、イギリス・ドイツ・フランスでは、WACCはレベニューキャップに含まれる
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適切な投資を促す仕組み（2/4）－独：WACC－

期初と期末の平均簿価にWACCをかけ算した分を、レベニューキャップに含めることが
できる

3

100

N年

期
初

期
末

簿
価
（
帳
簿
価
額
）

90

簿
価
（
帳
簿
価
額
）

減価償却：10

Allowed return ＝期初と期末の平均簿価 * WACC ＝ (100 + 90) / 2 * 6% ＝ 5.7

⇒レベニューキャップに含めることができる

WACC：6% (TenneT)*1

- 株主資本コスト：9% (x 0.4)

- 負債コスト：4% (x 0.6)

※株主資本コストは、規制機関BNetzAが規制期間
（5年）毎に算定する。第2期は下記の通り

1.66%：Corporation tax

3.59%：Risk premium: determined using the CAPM

(Capital Asset Pricing Model)

3.80%：Risk-free rate: 10-year average current yield of 

fixed interest securities

（出所）*1: TenneTの担当者へのヒアリング（2017年）
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適切な投資を促す仕組み（3/4）－英：イノベーション推進費－

イノベーション推進策として、R&DプロジェクトにNIA、NIC、IRMの3つの補助制度が
用意されている

3

内容

Network 
Innovation 
Allowance

(NIA)

小規模のR&D・実証事業を対象として、2013年からの3年間で、計167事業に対
して31.4M£が支払われた

【採択された事業の技術分類*1】

•送電ネットワーク：63件、アセットマネジメント：22件、モデリング：20件、
コンダクター：18件、架空電線：16件、環境関連：15件、他

Network 
Innovation 
Competition 

(NIC)

大規模のR&D・実証事業を対象として、2015年には、3事業に対して26.7M£が
支払われた

【採択された事業】

•変電所を改築し、新規技術開発・老朽化した設備の高寿命化・イノベーション
の加速のための試験センターに活用（NGET、12.0M£）

•小型で環境に優しい新型鉄塔の開発（SHET、6.6M£）

•自動制御可能なデジタル変電所の開発（SPT、8.3M£）

Innovation
Rollout 

Mechanism 
(IRM)

顧客に対して、環境面の長期的便益をもたらすR&Dプロジェクトに対して支払わ
れる費用で、2015年には、1事業のみ採択され、24.3M£が支払われた

【採択された事業】

•高温度域での性能劣化性が低い耐熱性コンダクターの開発（SPT、24.3M£）

（出所）Energy networks associationのホームページ、Smarter networks portal
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（参考）制御可能コストと制御不能コスト

制御可能コストと制御不能コストの分類は、各国の定義によって異なる

TSO DSO

制御可能コスト

• 毎月の給料
• メンテナンスコスト
• 社員の職業訓練・教育

10～
30%

• 毎月の給料
• メンテナンスコスト
• 社員の職業訓練・教育
• 設備投資（既設更新）

40～
60%

制御不能コスト

• 税金
• ボーナス・年金
• 送電ロス
• 設備投資（新規拡張）
• 設備投資（既設更新）
• 洋上風力接続費用
• 混雑管理費用
• 予備力

70～
90%

• 税金
• ボーナス・年金
• 送電ロス
• 設備投資（新規拡張）
• 上位系統への支払
（20～30%と最も多
くを占める）

40～
60%

合計 － 100% － 100%

緑文字：TSOとDSOの違い

インセンティブ規制（ARegV） § 11 (2)にて、制御不能コストが定義されている。例えば、
“設備投資は制御不能コスト”だが、規制機関が精査し、必要に応じてコストダウンを求める

ドイツと同様に、設備投資を規制機関が精査し、必要に応じてコストダウンを求める。こ
の文脈より、イギリスでは、“設備投資は制御可能コスト”と定義している
（制御不能コストの割合はNational Gridで10%程と、ドイツのTSOと比べて低い）

ドイツ

イギリス
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